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は じ め に
IPU・環太平洋大学 は,2007年4月1日 開学 したが,
これ は,1987年環太平 洋諸 国の大学や教育 機関な どの
関 係 者 が ハ ワ イ の ホ ノ ル ル の 会 議 で 打 ち 出 し た
「lnternationalPacificUniversity構想」が基礎 にあ
り,1990年ニ ュ ー ジー ラ ン ドに設 立 され たIPC=
InternationalPacificCollegeに次 ぐもの で あ る。
「IPU構想」 とい うのは,「環太平洋圏 を中核 とした国
際教育ネ ッ トワーク化構想」の ことで,IPU・環太平洋
大学の開学 によって,「IPU構想」 は,第2ス テ ージに
入 った こ とにな る。
この論 文では,環 太 平洋大学 の開学 にちなんで,環
太平洋構 想を具体化 し,経 済 ・貿易な どの問題 を討議
す る場 として1989年発足 したAPEC(=Asia-Pacific
EconomicCooperationアジア太平洋経済協力会議)
を取 り上 げ る。 まず環 太平洋構想 が多様 な国家が存在
する地域 にどの ようにして生 まれたのか,そ れがAPEC
とい う形 にどのように具体化 していったのかをみる,
次にAPECがこれまでどういう軌跡をたどってきたのか,
APECの現状はどうなっているのかを考察する,最後に
今後の展望を試みる。 この研究の目的は,APECが今後
環太平洋の組織 として有効 に存在 し続 けることができ
るのか,そ れ とも近年出てきた東アジア共同体構想な
どほかの構想がこれにとって代わるものになるのか,
その中で日本はどうい う役割を果たすことができるの
かを探ることである。研究方法は,APECおよび各国政
府が発表 している文書などの第1次 資料や新聞,雑 誌
な どの報道資料,研 究書などの第2次 資料を基に実証
研究を行 う方法をとった。
1.APECと は
APEC(=Asia-PacificEconomicCooperationアジ
ア太平 洋経済協 力会議)と い うのは,環 太平洋地 域 に
お ける多 国間の経済協 力を話 し合 う初の政府 間協 議体
で,1989年11月オース トラ リアのキャ ンベ ラで第1回
会議 が開催 され た。現 在参加 国 は,日 本,ア メ リカ,
カナ ダ,オ ー ス トラ リア,ニ ュー ジー ラン ド,韓 国,
タイ,イ ン ドネ シア,フ ィ リピン,マ レー シア,シ ン
ガポ ール,ブ ル ネイ,中 国,台 湾,香 港,メ キ シ コ,
パプ アニューギニ ア,チ リ,ロ シア,ペ ル ー,ベ トナ
ムの21の国 と地域 であ る。 これ らの国 と地域 は,世 界
の人口の約40%,GDP(=GrossDomesticProduct
国内総生産)の 約60%,貿 易額の約45%を占めてい る。
また,日 本の貿易の うち,輸 出 ・輸入 とも約70%をAPEC
地域が 占めてい る。
APECは,首 脳会議,外 相,貿 易相 による閣僚会議を
年1回 開いてい るほか,高 級事 務 レベル会 合 を年4回
開いて いる。事務局 は シンガ ポール にあ り,事 務局 長
は任期1年 で開催 国か ら選 出 され る。
APECは,も とも と貿易や投 資の自由化 ・円滑化 と経
済 ・技術協 力の問題 を討議す る場 であ ったが,そ の後
は,そ の時 の 国際情勢 を反 映 して,通 貨 ・金融 問題,
安全保 障 ・政 治問題 な ども取 り上 げられ るな ど議題 は
広 範 囲にわた って いる。
11.APEC成立 の背景
APEC成立の背景として,当時の国際環境 と関係各国
の志向をみてみたい。
1980年代後半の国際社会の主な動向は,米 ソ両国が
冷戦の終結へ向かって動き,東 欧の民主化が進み,世
界の焦点が安全保障の確保から経済発展に移 っていっ
たこと,貿易の国際的な組織であるGATT(関税 と貿
易に関する一般協定)の 交渉が行き詰まり,欧米で地
域主義が台頭 してきたこと,ア ジアNIES(=Newly
IndustrializingEconomies新興工 業経 済地 域 ←
NICS=NewlyIndustrializingCountries新興 工
業 国)とASEAN(=AssociationofSoutheast
AsianNations東南アジア諸国連合)の 主要国が著し
い経済成長を続けていたことなどがあげられる。
冷戦の終結については,1985年にソ連にゴルバチ ョ
フ共産党書記長が登場 し,ペ レス トロイカ(改 革)を
推進し,政 治の民主化,市 場経済の導入,西 側諸国と
も交流をはかる新思考外交,情報公開(グ ラスノスチ)
など,こ れまでのソ連の方針を大転換 したことが大き
な要因にあげられる。一方こうしたソ連の動きに呼応
して,ア メ リカの レーガン大統領も対ソ強硬姿勢から
対話路線に変わった ことも重要な要因と考えられ る。
両首脳は,1985年米ソ首脳会談を6年 半ぶ りに開き,
その後もたびたび会談を重ね 米ソ中距離核戦力(INF)
全廃条約に調印するなど核軍縮を推進 した。89年には
レーガン大統領のあとを継いだブッシュ大統領 とゴル
バチ ョフ書記長は,米 ソ首脳会談をマルタで開き,40
年以上も続いた冷戦の終結を宣言 した。ゴルバチ ョフ
書記長は,ま た1989年自ら北京を訪れ,中 国の最高実
力者鄧小平 と会談 して,20年以上続いた中ソ対立を解
消 し,中 ソ和解を実現 した。しか し,その直後,中 国
では,天 安門事件が起き,学 生らによる民主化運動は
当局によって弾圧 され,多 数の死傷者をだした。一方,
東欧では,各 国で民主革命が起こり,89年東西両 ドイ
ツを隔てていたベル リンの壁が崩れ,長 年続いていた
東欧各国の社会主義政権は次々と崩壊 し,各 国は,民
主化 と市場経済の導入を推進していった。
世界貿易の動きとしては,GATTが,関税や輸出入
規制な どの貿易障壁を多国間の交渉 によって除去 し,
自由貿易を維持 ・拡大する目的で1948年に発足 し,多
角的貿易交渉 としてケネディラウン ド,東京ラウン ド
などを行い,1986年ウルグアイラウン ドに入ったが,
貿易がモノ中心からサービス,知 的所有権などにも拡
大 し,さ らに貿易紛争が激化 し,GATTのルールでは
紛争解決が難 しく,国 際貿易組織 としては行き詰 って
しまったこと,EC(欧州共同体 現在のEU(欧州連合)
の前身),米加 自由貿易協定(の ちにメキシコが加わ り,
北 米 自由貿 易協 定NAFTA=NorthAmerican
FreeTradeAgreementになる)な ど各地域で自由貿
易を推進する地域主義が台頭してきたことがあげられ
る。そして,各 国の間で貿易摩擦が起き,ア メリカは,
保護貿易主義的な傾向を強めていった。
さらに,ア ジアでは,シ ンガポール,韓 国,台 湾,
香港のアジアNIESと呼ばれた地域 の工業化の進展,
ASEANの中の主要国の発展,こ の二つを日本がけん引
する形の 「雁行型経済発展」の動きなどが挙げられる。
「雁行型経済発展」というのは,空 を飛ぶ雁の集団の
形のように,経 済大国日本が先頭に立ってこれ らアジ
ア諸国を引っ張って経済発展を遂げていくことである。
アジアの経済的な発展は,のちに 「東アジアの奇跡」「世
界経済の成長セ ンター」などといわれ,世 界的な注目
を浴びた。
こうした国際環境の中で,ア ジァ太平洋地域の主要
国が,APEC形成へ向けて動き1)をみせたのである。
もともと環太平洋構想は,日 本,オ ース トラリア,ア
メリカなどの政府 当局者,政 治家,財 界人,学 者など
か らさまざまな形で提唱 されてきたが,日 本では,大
来佐武郎が主宰 したシンクタンク 「日本経済研究セン
ター」が積極的で,こ のメンバーの小島清 ・一橋大学
教授が1965年11月「太平洋自由貿易地域(PAFTA=
PacificFreeTradeArea)」構想を提唱,67年3月に
は三木武夫外相が 「アジア太平洋構想」を提唱 した。
こうした地域協力構想が具体化 したのは,68年1月学
者の集ま りである太平洋貿易開発会議(PAFTAD=
PacificTradeandDevelopmentConference)の第
1回会議が東京で,同 年5月 財界人の集ま りである太
平洋経済協力委員会(PBEC=PacificBasinEconomic
Council)の第1回 総会がオース トラ リアのシ ドニーで
開かれたことである。79年3.月には大平正芳首相が 「環
太平洋連帯構想」を提唱,翌80年1月には大平首相 と
大来外相がオース トラ リアを訪れ,フ レーザー首相 と
会談し,太 平洋協力の推進で合意 した。同年5月 この
合意を基に,財 界,官 界,学 界の三者が個人の資格で
参加 す る 「太 平 洋 協 力委 員 会 」(PCC=Pacific
CooperationCommittee)が発足,82年6.月第2回 バ
ンコク会 議で 名称 をPECC(=PacificEconomic
CooperationConference)に改めた。 このように財界
人中心のPBEC,学者中心のPAFTAD,財・官 ・学の
三者によるPECCがそれぞれの立場から太平洋協力の問
題を話 し合ってきた。これ らの会議は,い ずれも非政
府問組織によるものであるが,関 係各国の政府の問で
も環太平洋の地域協力の枠組み作 りへ向けて具体的な
動きがでてきた。
1989年1月ホーク ・オース トラリア首相が,ア ジァ
歴訪の折 りに韓国を訪れ,ソ ウルの財界人の集まりで,
「地域協カーオース トラリアと韓国の挑戦一」 と題す
る演説を行い,太 平洋協力をさらに促進するために西
太平洋の諸国の関係閣僚か らなる公式の政府間協議の
場を設けるために具体的な協議を開始 したいとい う意
向を明らかにした。このあと,オース トラリア政府は,
関係国に特使を派遣するな どして,ホ ーク構想を実現
するための協議を行った。ホーク構想は,当 初 「西太
平洋」 とい う言葉を使い,参加国としてASEAN6力国
(シンガポール,マ レーシア,タ イ,イ ン ドネシア,
フィリピン,ブルネイ),オース トラリア,ニ ュージー
ラン ド,韓国,日 本を考えており,ア メリカ,カ ナダ
は含まれていなかったといわれる。オース トラリアに
は,日 米両国が経済摩擦を解消するため接近すること
に強い警戒心を持つ見方があり,ホーク構想は,日 本
のす ぐ近 くの韓国で発表されたこともあり,日米両国
を牽制 しようとする動きとも受 け取られた。
日本では,通 産省が以前か らアジア太平洋貿易開発
研究会を設けて,太 平洋協力について研究を行ってい
たが,89年6月報告書をま とめ,経 済分野を対象 とし
たアジア太平洋の関係閣僚会議の開催を提案 した。こ
の提案では,参加国は,日本,ア メリカ,カ ナダ,オー
ス トラリア,ニュージーラン ド,アジアNICSとASEAN
諸国となっていた。しかし,外務省は,こ の提案につ
いて,日 本が経済大国として リーダーシップを発揮し
ようとすれば,ア ジア諸国から反発を招くことになる,
経済分野に限定せず,も っと幅の広い地域協力にすべ
きだなどと主張 して,批 判的であった。
アメリカは,ベ ーカー国務長官が89年3月オース ト
ラリアのエヴァンス外相に会った際,ホ ーク構想にア
メリカが入っているか どうかきびしく問いただし,エ
ヴァンス外相は,ア メリカを含めて考慮していると答
えざるをえなかった といわれる。同年6月 ベーカー国
務長官は,ワ シン トンのアジア協会で,「新太平洋パー
トナーシップ」 という題で演説 し,「今や太平洋に新し
い多国間協力機構が必要 とされている」 とし,「新たな
機構 にアメリカが参加することは,ア メリカがこの地
域に全面的に関与していく姿勢を示すことになる」 と
述べ,太 平洋協力構想への支持を公式に表明した。こ
うしたアメリカの動きもあって,日 本の外務省は態度
を変え,構 想支持にまわったといわれている。
ASEAN諸国は,当初新たな機構設置については,日
米両国による経済支配とか,ASEANの結束を危 うくす
るものとして警戒の念を強 くしていたが,日 本やオー
ス トラリア政府当局による粘 り強い説得工作 によって,
最終的に参加を表明するに至った。
中国の参加については,日 本の通産省の案の中には
入っておらず,ホ ーク構想 には入っていたが,89年5
月天安門事件が起 こったことから当面は見送 られた。
89年7月オース トラリアが会議の主催国になり,11
力国の政府に招待状を送 り,9.月シ ドニーで関係国の
高級事務レベル会合が開かれ,新 たに設立する地域協
力の枠組みの名称を 「アジア太平洋経済協力(APEC=
Asia-PacificEconomicCooperation)」とすること
を決めた。
皿.APECの始動 と意義
第1回APEC(ア ジア太平 洋経済協力)閣 僚会 議2)
は,1989年11月オ ース トラ リアの首 都キ ャ ンベ ラで,
オース トラ リア政府 の主催 で,日 本,オ ース トラリア,
ニ ュージーラン ド,ア メ リカ,カ ナ ダ,韓 国,ASEAN
6力 国(シ ンガポール,マ レー シア,タ イ,イ ン ドネ
シア,フ ィ リピン,ブ ル ネイ)の12力 国の外相 と貿易
相 が出席 して開かれた。
会議では,① 世界経済とアジア太平洋地域の経済の
進展,② グローバルな貿易自由化一アジア太平洋地域
の役割,③ 特定分野における地域協力の可能性,④ ア
ジア太平洋地域の経済協力の将来の進め方 とい う四つ
の議題の下で,ア ジア太平洋地域の経済協力のプロセ
スをいかに進めるかについて意見を交換 した。
主催国オース トラリアのエヴァンス外相は,演 説の
中で,APECの役割について,成長,発展の持続と世界
経済への貢献,開 かれた国際貿易体制の強化,投 資や
技術移転の協力,域 内諸国の開かれた対等な対話であ
ると述べ,ASEANなど既存の機構の役割を損な うもの
ではないことを強調 した。
これに対して,ASEANを代表 してイン ドネシアのア
ラタス外相は,APECが世界経済の流れに沿ったもので
あることを認めながらも,「アジア太平洋協力は,い か
なる形であれ,ASEANの統一性が失われてはならない」
と述べ,「平等 ・相互互恵の原則の維持,域 内諸国の経
済,政 治,社 会の発展段階の違いに対する考慮が重要
である」とし,「参加国に対 して何 らかの実行を強要す
ることがあってはならない」 と強調した。
会議では,貿 易や投資の自由化を推進 したいオース
トラリア,ア メリカ,日 本などの先進国とそれらの国
の動きに警戒感を持っているASEAN諸国の思惑の違い
が出たが,結 局太平洋協力の基本原則 として,社 会経
済体制や経済発展のレベルの違いな どの 「多様性」に
配慮すること,コ ンセ ンサスに基づ く協力,相 互の尊
重と平等な参加,協 力の対象は相互に利益 となる経済
の領域で行 うこと,国際的な多角的貿易体制の強化に
資すること,経済ブロックを目指すものではないこと,
ASEAN,PECCなどと相互補完的関係を築 くことなど
で合意に達 した。
会議は,今 後具体化を検討する個別分野 として,投
資,技 術移転,人 材育成の三点を重点項 目とすること
を決めた。特に貿易,直 接投資,人 材育成,技 術,開
発などに関する情報交換な どを早急に検討 してい くこ
とになった。
さらに,会 議では,地 域経済研究,貿 易の自由化,
投資,技 術移転,人 材開発,観 光,エ ネルギー,貿 易
振興,環 境問題,イ ンフラ整備などで協力を推進する
ための作業部会を設置することも決まった。
APEC成立の意義は,アジア太平洋地域にできた初の
政府間組織で,し かも,それは,排 他的な経済ブロッ
クをめざすのではなくて,「開かれたゆるやかな協議体」
である点である。
アジア太平洋地域の特徴は,一 言でい うと,そ の多
様性 にある。 この地域の国々は,政 治,経 済,社 会,
文化,宗 教などの面で様々な違いが存在している。特
に,経 済発展の段階では,ア メリカ,日 本,オ ース ト
ラリアなどの先進国とASEAN諸国のような開発途上国
の間には大きな違いがあるし,貿易でも輸出拡大のた
め強 く自由化を求める先進国と脆弱な国内産業を保護
するため急激な自由化には反対する開発途上国の立場
の違いがある。そ うしたさまざまな違いを考慮 して,
規則で厳 しく律するのではなくて,「ゆるやかな」や り
方で全体をまとめ,対 外的には排他的ではなく 「開か
れた」姿勢をとる一つの経済協力の協議体としてAPEC
をアジア太平洋地域に立ち上げたことは,意 義のある
ことである。
1V.APECの発 展
1.参 加国の増 大
APECの参加国は,1989年の第1回 キャンベラ会議で
は12力国だ ったが,91年 の第3回 ソ ウル会 議 で 中国,
台湾,香 港 のいわゆ る 「3つの 中国(threeChina)」
の同時参加 が実現 した。すでにPECCで三者が同一 の立
場 で参加 してお り,APECで も この方 式 が と られ た。
(APECでは,「国」,「加盟」 とい う言葉は使わず,「メ
ンバ ー(MemberEconomies)」,「参加」 とい ってい
る。)93年のシア トル会 議で メキ シコ,パ プアニ ューギ
ニアが,94年の第6回 ジャカル タ会議 でチ リが,そ れ
ぞれ参 加 を認 め られた。 それ以降新規 参加 につ いて は
97年まで棚上 げ されて いたが,98年の第10回クア ラル
ンプ ル会議でベ トナ ム,ペ ルー,ロ シアの参加 が認 め
られ,現 在の21の国 と地域 になった。ASEANの 後発 国
で あるカ ンボジア,ラ オス,ミ ャンマーは,ま だ入って
い ない。
2.組織の拡大
APECは,貿易相と外相が出席した閣僚会議でスター
トしたが,非 公式とはいえ首相または大統領が出席す
る首脳会議が加わ り,組織を整えていった。首脳会議
は,1993年アメリカが主催した第5回 シア トル会議で
始まったが,年1回 開かれ,恒 例その前に貿易相と外
相の会議がそれぞれ行われている。
貿易相や外相による閣僚会議のほかに,財務,観 光,
海洋,中 小企業,電 気通信 ・情報産業,運 輸,エ ネル
ギー,人 材養成,科 学技術協力,女 性問題,教 育,環
境の分野の閣僚会議も随時開かれている。
高級事務レベル会合(SOM=SeniorOfficialsMeetin窪)
は,年 に4回 行われ,各 国の高級実務者が出席し,閣
僚会議の準備や諸活動の総括にあたっている。
常設の委員会には、貿易投資委員会(CTI=Committee
onTradeandInvestment),経済委員会(EC=
EconomicCommittee),財政管理委員会(BMC=
BudgetandManagementCommittee)などがあり,
作業部会(WorkingGroups)には,貿易促進,人 材
養成,エ ネルギー,海 洋資源保全,電 気通信,運 輸,
観光,漁 業,中 小企業,産 業技術,農 業技術協力の11
のグループがある。
このほかに,各国のビジネスの代表からなるAPECビ
ジネス諮問委員会(ABAC=APECBusinessAdvisory
Council)があり,さまざまな提言を行っている。
中央事務局は,シ ンガポール に置かれ,そ の年の議
長国か ら派遣された事務局長,次 の年の議長国か ら派
遣された事務局次長,各 国か ら派遣された専門職員な
ど25名程度のスタッフから構成 されている。
予算は,各国が拠出する年間合計約330万米 ドルによっ
てまかなわれている。それは,シ ンガポールの事務局
の経費,APECの経済 ・貿易に関するプロジェク トなど
に使われている。 日本は,全 体の18%にあたる60万米
ドルを分担金として通常拠出してお り,ア メリカ と並
ぶ最大の拠出国となっている。 日本は,こ のほかに,
年間180万米 ドルを任意拠出している。いずれ も,外務
省,経 済産業省,財 務省の3省 が分担 している。
3.貿 易と投資の自由化と円滑化
APECの重要な目的の一つは,貿易と投資の自由化 ・
円滑化である。この問題は,ア メリカが1993年シア ト
ルで主催した第1回 のAPEC非公式首脳会議で大きくク
ローズアップされた。これは,同年 「アメリカの再生」
を掲げて就任したクリントン大統領が,「新太平洋共同
体」構想を発表 し,APECで貿易 ・投資の自由化を積極
的に推進する姿勢を打ち出したことがきっかけである。
翌94年APEC非公式首脳会議がイン ドネシアのボゴール
で開かれ,「先進国は2010年,開発途上国は2020年まで
に貿易 と投資の自由化を達成する」という目標を掲げ
た 「ボゴール宣言」を採択 した。
しか し,これについては,マ レーシアのマハティー
ル首相は,「2010年,2020年」 という年次は,努 力目標
であって各国を拘束するものではない とい う留保条件
をつけた。また,タ イ政府も同様の留保条件をつけた
と伝えられている。アメリカなどは,年 次目標は拘束
力をもっていると主張し,双方は対立したままである。
APECは,95年の大阪会議で,「ボゴール宣言」を達
成するガイ ドラインとして 「大阪行動計画」を採択し
た。 これには,貿 易 と投資の自由化を進める上での例
外分野を一時的にでも認めるという 「柔軟性原則」,各
国が従 うべき共通目的を策定する必要性は考慮 しなが
ら各国の裁量を尊重して 自由化を進めるとい う 「自主
的協調的自由化」が盛 り込まれた。
APECは,さらに96年のマニラ会議で,各国の個別自
由化計画をまとめた 「マニラ行動計画」を決め,97年
初めから実施に移していった。97年のバンクーバー会
議では,特 定の分野で優先的に自由化をめざす 「早期
自発的分野別 自由化」を15分野で実施することを決め
たが,優 先9分 野と後続6分 野に分けて実施すること
になった。
このように,APECの貿易 と投資の自由化3)は,各
国の事情を考慮 したゆるやかなものにな り,自由化推
進への期待は,1997年をピークに,同 年起こったアジ
ア通貨 ・経済危機ともあいまって,低下することになった。
4.経済 ・技術協力
貿易や投資の自由化 ・円滑化とともに,APECの重要
な目的は,ア ジアの開発途上国が強 く望んでいる経済 ・
技術協力である。
APECの経済 ・技術協力は,貿易投資データ,貿易促
進,産 業科学技術,人 材育成,エ ネルギー,海 洋資源
保存,漁 業,電 気通信,輸 送,観 光,中 小企業,経 済
インフラス トラクチュア,農業技術の13分野で300以上
のプロジェク トで行われている。運営資金は,参 加国
支出,APEC予算などからでており,総額は約3000万米
ドルである。支出は,産 業科学技術,中 小企業,海 洋
資源保存,人 材育成な どが多い。
しかし,APECは,予算規模が小さく,大規模プロジェ
ク トの実施は難 しい。 こうしたプロジェク トは,世 界
銀行,ア ジア開発銀行,先進国のODA(政府開発援助)
や民間企業などと連携をとりながら経済 ・技術協力を
実施 してい く以外 に方法はないであろ う。
V.APECをめ ぐるアメ リカとアジア諸国の動 向
アメリカは,時 としてAPECの場を通じて,自 らの通
商 ・外交政策を推進しようとする動きを見せるが,国
益が強 く出ることが多 く,ア ジア諸国に警戒の念を抱
かせることがある。
クリン トン大統領は,1993年1月就任し,7月 東京
サ ミット(サミットは,当時 「先進国首脳会議」 といっ
ていたが,現 在はロシアが加わっているため 「主要国
首脳会議」といわれている。)に出席 した際,東京での
演説で,「新太平洋共同体」構想 を明らかにし,その構
想を話 し合 う場 としてAPECをあげ,11月シア トルで
APEC閣僚会議が開かれる際に非公式のAPEC首脳会議
を開催することについて関係各国を打診 していると述
べた。当時アメリカは,欧 州共同体(EC現 在のEU
(欧州連合))の発展を横目で睨んで,NAFTA(北米
自由貿易協定 アメリカ,カ ナダ,メ キシコで形成)
を中南米の他の国々にも拡大 し,ア ジア太平洋地域の
国々 とも同じような協定を締結 したい意向といわれ,
その場 としてAPECに照準を合わせたものとみ られてい
た。結局,第1回 のAPEC非公式首脳会議が,ア メリカ
の提案で,1993年11月シア トルで開かれたが,ア メリ
カの動きに反発していたマレーシアのマハティール首
相は,出 席せず,ア メリカが政治問題を取 り上げるこ
とに対して警戒の念を持っていた中国は,こ の首脳会
議が経済分野に限定 した 「非公式会議」であることを
主張した。ク リン トン大統領は,演 説で 「新太平洋共
同体」構想や 「自由貿易圏」の形成について述べたが,
アジア諸国の支持を得 るまでには至らなかった。 しか
し,首脳会議のあと発表された 「経済ヴィジョン宣言」
は,「地域の貿易 と投資の自由化を促進 し,さ らに基準
認証を含む地域協力を推進するための作業 にとりかか
るよう求める」 という表現で 自由化に向けたアメリカ
の意向が盛 り込まれた。
2001年1月就任 したブッシュ大統領は,9月 同時多
発テロに見舞われ,そ れ以降は,反 テ ロ行動とい うこ
とで,ア フガニスタン攻撃,イ ラク戦争などで対応に
追われていたが,2006年ハノイで開かれたAPEC首脳会
議に出席し,APEC全域での自由貿易協定締結を呼びか
けた 「アジア太平洋の自由貿易圏」(FTAAP=Free
TradeAreaAsia-Pacific)構想を打ち出した。 これ
については,賛 否両論が出て,特 に中国は,「あまりに
性急だ」 と主張し,最 終的には首脳宣言で 「長期的展
望として さらなる研究 を行 う」 とい うことになった。
こうしたアメリカの動きに対 して,マ レーシアや中
国などアジア諸国は警戒心を持って見ている。
マレーシアのマハティール首相は,在 任 中(1981～
2003年),国際政治 ・経済におけるアメリカ主導の動き
に強 く反発 し,ア ジア中心の考え方を強調 した。81年
就任早々 「ルック ・イース ト政策」(LookEastpolicy)
を提唱し,近 代化の模範 として西欧ではな く,東 方,
すなわちアジアの先進国である日本や韓国に学ぼうと
い う政策を打ち出した。90年には 「東アジア経済協議
体」(EastAsianEconomicCaucus)構想を提唱し
た。これは,ASEAN諸国,日本,中 国など東アジアの
諸国が域内貿易,投 資などの経済政策で協調を推進し
ていくことを目的としたもので,APECの主要国である
アメ リカ,オ ース トラリアなどを排除した。 これにつ
いては,ア メリカ,オ ース トラリアなどが強 く反発し
ただけでなく,ASEAN内部でも支持派と消極派に分か
れた。93年アメリカ主導のAPEC運営に反対していたマ
ハティール首相は,シ ア トルで開かれた第1回APEC非
公式首脳会議には出席 しなかった。
中国は,1989年の天安門事件と国際的な対中制裁で
同年発足 したAPECには参加できなかったが,1991年に
はAPECへの参加を果たし,93年の第1回APEC非公式
首脳会議 には,江 沢民国家主席が出席した。中国は,
APECでは開発途上国の立場に立ち,"アメリカの覇権
主義"に は反対の姿勢をとってきている。一方で,江
沢民主席は,2001年アメリカにおける同時多発テロ直
後上海で開かれたAPEC首脳会議では,ブ ッシュ大統領
の立場に立った反テロの首脳声明をまとめ上げた。胡
錦涛国家主席は,2006年ハノイのAPEC首脳会議で,中
国がアジアのリーダーとして地域のために貢献すると
い う方針を明らかにした。中国は,自 由貿易協定の締
結について,ア メリカ,オ ース トラリアな どを除外し
たASEAN+3(ASEAN10力国と日本,韓 国,中 国の
13力国)に よる構想を強 く打ち出してお り,ア メリカ
のAPEC全域による構想とか日本の経済産業省が提示し
た16力国(ASEAN+3+インド,オー ス トラリア,ニュー
ジーラン ド)による構想については"将 来的な構想"
だとして反対 している。
VI.アジア太平洋地域の安全保障 ・政治 問題
APECの首脳会議や外相会議では,経済問題だけでな
く,その時々に起 こる安全保障 ・政治問題も取 り上げ
られてきたが,ア ジア太平洋地域の安全保障 ・政治問
題を話し合 う会議 としては,ASEAN地域フォーラム
(ARF=ASEANRegionalForum)がある。これは,
APECとは違った組織ではあるが,主要なAPECのメン
バーを含んでお り,それ以外にイン ド,パキスタン,
バングラデシュ,カ ンボジア,ラ オス,ミ ャンマー,
東ティモール,北 朝鮮,モ ンゴル とEU(European
Union欧州連合)が 参加 してお り,現在26の国と機構か
らなっている。
ARFは,ASEAN主導で1994年発足し,毎年ASEAN
外相会議に合わせて同じ場所で開かれてお り,ア ジァ
太平洋地域の安全保障 ・政治問題を話 し合 う唯一の多
国問の枠組みである。
ARFは,①信頼醸成②予防外交③紛争処理へのアプ
ローチの3段 階に沿って話 し合いを進めてい くことで
合意しており,現在信頼醸成から予防外交の段階に進
んでいるものとみ られている。
ARFは,ASEAN方式で,コ ンセンサスを重視 して
制度化を急がず漸進的に話 し合いを進めてい く方式を
とっており,ASEAN諸国がきびしい対立を避ける傾向
にあることや内政干渉を嫌 う傾向があること,中 国な
どが多国間の取 り決めによる拘束を嫌 う傾向があるこ
となどか ら話し合いはなかなか進展はしていないが,
ARFが安全保障 ・政治問題を話 し合 う場として重要で
あることは指摘できる。
W.APECの現状
APECの現状について,2007年9月オース トラリアの
シ ドニーで開かれたAPEC首脳会議4)を中心にみてみ
よう。
首脳宣言は,ア ジア太平洋地域 における経済統合の
促進に向けた取 り組みを歓迎 し,以下の3つ の行動を
とることによって,この目的に向けた努力を加速 させる
ことに同意 したと述べている。その行動 として① 自由
貿易協定や地域貿易取 り決めを含む貿易や投資に対す
る障壁をより一層削減する②資本市場を含む経済効率
や地域のビジネス環境を改善する③運輸 ・通信 ・鉱業 ・
エネルギー部門における統合を促進することをあげて
いる。
首脳 宣 言 は,ま た,WTO(=WorldTrade
Organization世界貿易機関)の ドーハ ・ラウン ド交
渉の妥結を歓迎するとともに,地域貿易取 り決めや2国
間の自由貿易協定も貿易や投資の自由化にとって重要
だと述べている。さらに,アジア太平洋地域における貿
易協定の統一化を促進することが重要だとするAPECビ
ジネス諮問委員会の見解に留意すると述べている。
2006年ハノイで開かれたAPEC首脳会議でブッシュ大
統領が提唱した 「アジア太平洋の自由貿易圏」(FTAAP)
構想については,首脳宣言は,「選択肢 と展望を検討す
る」 とだけ述べ,前 年の首脳宣言と同様,具 体的な行
動については触れていない。これは,この構想をめぐっ
て,依 然 としてアメリカとそのほかの国々との間に意
見の相違があるためである。
2007年のAPEC首脳会議の焦点は,自由貿易協定をめ
ぐる問題よりもむしろ地球温暖化防止の問題であった。
首脳会議は,地 球温暖化防止への決意を示 した特別声
明である 「シドニー宣言」を採択した。特別声明は,「2030
年までに域内のエネルギー効率を2005年比で25%以上
向上 させる」 との目標を盛 り込んだ。経済成長に伴っ
て増える温暖化ガスの排出量を減 らすのが難 しいため,
技術革新などで達成 されやすい省エネ目標を優先した。
エネルギー効率とい うのは,実 質GDP(国内総生産)
一単位 当た りのエネルギー消費量のことであるが,明
確な定義は示されていない。 このほか,「2020年までに
(温暖化ガスを吸収する)森林の面積を2000万ヘクター
ル以上増やす」 との目標 も示 した。APEC首脳会議は,
このようにエネルギー効率や森林拡大の数値 目標を設
定 し,各 国が 自主行動計画を策定す ることになった。
これは,拘 束力のない努力目標だが,京 都議定書によ
る温暖化ガスの排出削減義務のないアメリカや中国な
ども対象になってお り,数値目標に反対していた中国
や開発途上国を説得し,合 意にこぎつけた点では,一
定の成果を上げたとみてよいだろう。しかし,エ ネル
ギー効率が向上しても,実 際に排出量の削減に直結す
るとは限らず,経 済規模が拡大すれば,省 エネは達成
できても実際の排出量は,現 状 とほとんど変わ らない
可能性が高い。APEC域内の温暖化ガスの排出量は,世
界全体の約6割 を占めており,削減へ向けた本格的な
取 り組みが必要である。先進国に温暖化ガスの排出量
削減の義務を課 した京都議定書は,2008～2012年に先
進国全体で1990年比5%削 減を求めているが,ア メリ
カが議定書から離脱し,中 国やイン ドなど新興経済国
にも義務はなく,削減義務の対象は全排出量の3割 程
度にとどまっている。2008年7月北海道 ・洞爺湖で開
かれるサ ミット(主要国首脳会議)は,主 要議題が地
球温暖化防止であ り,議長国である日本は重い課題を
抱えたことになる。
2010年APECは,首脳会議 と閣僚会議を日本で開催す
ることになっている。2010年は,ち ょうど 「ボゴール
宣言」で先進国が貿易 ・投資の自由化を達成する年に
あたっている。APECでは,会議を主催する議長国が、
その年のいろいろな会合の開催やテーマな どを決める
ことになってお り,APECのプロセスに大きな影響を与
える。日本 としては,これまでAPECで貿易や投資の自
由化を中心にさまざまなイニシアティブを発揮 してき
たが,2010年の会議でも,ま たそれ以降も,引 き続き
イニシアティブを発揮 し,ア ジア太平洋地域のコミュ
ニティ形成に積極的に寄与 していくことが期待 されて
いる。
VIII.環太平洋における地域主義の展望と日本の役割
現在環太平洋地域で自由貿易協定を締結 して経済統
合などをめざす動きとしては,APEC以外に,東アジア
共同体構想がある。
東アジア共同体構想 とい うのは,東 アジアにおける
国家間の関係強化 と政策協調を制度化することを目的
とするもので,1990年マレーシアのマハティール首相
が提唱した 「東アジア経済協議体(EAEC=EastAsia
EconomicCaucus)」構想に端を発する。この構想は,
賛否両論があって具体化するには至らなかった。1997
年ASEAN+3(ASEANと日本、中国、韓国)首脳会
議がスター トし,定例化したが,そ の諮問機関 として
作られた東アジアビジョングループ(EAVG=EastAsia
VisionGroup)は、2001年「東アジア共同体」設立へ
向けた基本理念や制度化の方向性 について首脳会議へ
報告し,首脳会議の各国政府関係者か らなる東アジア
スタディグループ(EASG=EastAsiaStudyGroup)
は,2002年「東アジア共同体」実現へ向けての具体的
方策について首脳会議 に提言を行った。
こうした動きの中で,2001年から2002年にかけて東
アジァでは,自 由貿易協定(FTA)をめぐる動きが活
発化し,日 本と中国の主導権争いになった。2001年11
.月中国は、ASEANとの首脳会議で,「10年以内に中国
とASEANのFTA締結実現」に合意 した。一方 日本は,
2002年1月シンガポールとの問で 「経済連携協定」(EPA=
EconomicPartnershipAgreement)を締結した。こ
れは,FTAよりカバーする分野が広く,FTAの主要な
要素である関税引き下げに加え,サ ー ビス、投資、人
の移動の円滑化な ど貿易にとどまらない分野もカバー
するのが特徴で,シ ンガポール との協定が第一号であ
る。協定に調印した小泉首相は,この協定をてこに 「日
本とASEAN全体 と同様の協定を締結 しよう」と呼びか
けた。同年11月中国1よASEANとの首脳会議で,ASEAN
10力国首脳と 「FTA枠組み協定」に調印し,自 由貿易
圏創設の道筋を決めた。その直後,日 本は,ASEANと
の首脳会議で,「10年以内のできるだけ早期にASEAN
との問でFTAを含む包括的経済連携を実現する」 こと
を うたった共同宣言に調印した。このように日本 と中
国の主導権争いは,ASEANを対象に激 しい 「陣取 り合
戦」の様相を呈することになった。
2003年12月日本ASEAN特別首脳会議が東京で開かれ,
「東アジア共同体」の構築を進めてい くことを確認 し
た 「東京宣言」を採択 した。2004年11月のASEAN+3
首脳会議では 「東アジア共同体構築は長期的目標であ
る」 とい う合意がなされた。
2005年12月第1回 東アジアサ ミッ ト5)(EAS=East
AsiaSummit)がクアラルンプルで開かれ,ASEAN+
3のほかオース トラリア,ニ ュージーラン ド,イン ド
の16力国の首脳が参加 した。このサミット開催をめぐっ
ても,日 本 と中国の激 しい主導権争いがあった。中国
は、アジア共同体創設を主導するのはあくまでもASEAN+
3だと主張,日 本は中国が主導権を握ることを警戒し
て,ASEAN+3のほかに,オーストラリア,ニュージー
ラン ド,イン ドの参加 とオブザーバーとしてアメリカ
の参加を求めた。結局,ASEAN+6が参加 し,アメリ
カは,招かれなかったが,親 米的な日本とオース トラリ
アが参加しており,静観の態度をとった。
最終 日に採択 された 「クアラルンプル宣言」は、東
アジアサ ミットが東アジア共同体実現の 「重要な役割
(significantrole)」を果たすことをうたった。議論の
中で,日本などは,東アジアサミットとASEAN+3を
それぞれ東アジア共同体形成のために必要なプロセス
と主張,一方,中 国などはASEAN+3こそが東アジア
共同体形成のための主要なプ ロセスであると主張 した。
日中が対立 した背景には,同 年10月小泉首相が靖国神
社を参拝したことから中国が強 く反発 した経緯がある。
第2回 東アジアサ ミッ ト6)は,当初2006年12月フィリ
ピン中部のセブ島で開かれる予定だったが,「大型台風
接近」を理由に延期され,2007年1月同島で開かれた。
これを機会に行われた安部首相と温家宝首相の日中首
脳会談が年内の相互訪問で合意するなど日中関係が改
善 した影響もあって,東 アジアサ ミットは,大 幅に前
進し,サ ミット参加16力国で 自由貿易協定(FTA)を
核 とする経済連携協定(EPA)など経済統合 に向けた
研究を始めるとい う日本の提案に中国は反対 しなかっ
た。 しかし,東 アジア共同体構想については,具 体策
は示 されないままだった。
第3回東アジアサミット7)は、2007年11月シンガポー
ルで開かれたが、同年9月 のAPEC首脳会議と同様、地
球温暖化対策が焦点になり、2012年に期限が切れる京
都議定書後の国際協調をうたった 「シンガポール宣言」
を採択した。APEC首脳会議では合意 した省エネルギー
数値目標の設定については、APECのメンバーではない
インドの反対で見送 り、森林の面積を2020年までに1500
万ヘクタール増やすことなどを努力目標 とすることを
決めた。しか し、東アジア共同体構想 については、今
回も具体策は打ち出されないままだった。
東アジア共同体構想の中で,重要な要素の一つにASEAN
諸国の存在がある。東アジアサ ミットでは,サ ミッ ト
の参加国は,ASEANが設定した参加基準に基づくこと
やサ ミッ トは,ASEAN諸国が主催 し,議長をつとめ,
開催 日や場所も毎年開かれるASEAN首脳会議にあわせ
ることも決まっている。また,東 アジア共同体の構築
は,ASEAN共同体の実現と整合性があり,さらにそれ
を強化することになっている。ASEAN諸国は,現在の
段階では,2015年にASEAN共同体を構築する計画である。
ASEAN共同体にしてもそれに続 く東アジア共同体に
しても実現するためには,解 決すべき問題が多い。経
済統合一つをとってみても,EU(欧州連合)と 違って,
各国間の経済格差が大き く,FTA/EPAの下で貿易な
どの自由化が限定的で合意可能な分野の段階 か ら共同
体になり完全自由化に向か うためにはかな りの時間が
かかるであろ う。
さらに東アジア共同体の構成国をどうするか という
問題がある。中国などは,ASEAN+3を中心に考えて
いるが,日本などは,ASEAN+6とできればアメリカ
を何らかの形で招きたい意向で意見の対立がある。
また共同体が形成 された後でも,経済統合か ら安全
保障 ・政治統合に進むために加盟国間でかな りの政策
調整が必要になってくる。いずれにせよ東アジア共同
体実現にはかな りの年月を要する。
日本 としては,今 後環太平洋の地域で,ど うい う組
織 に属 して外交 ・通商政策を展開していくべきであろ
うか。既存のAPEC(貿易相会議、外相会議、首脳会議)、
日本ASEAN首脳会議、ASEAN+3(外相会議、首脳
会 議)、ASEAN+6(東 アジ アサ ミッ ト)、ARF
(ASEAN地域フォーラム ・外相会議)な どの会議や東
アジア共同体構想の枠組みの中で,重 層的に行動 して
いくべきだろ う。APECでは,貿易 ・投資の自由化を中
心に貿易 ・経済問題を討議 し,ア メリカ と協調してい
く場,ASEANとは,経済協力の促進とFTA/EPA締結
の交渉を進めていく場,ASEAN+3やASEAN+6で
は,ASEANとの協調のほか,中国などとの関係を改善 ・
強化する場,ARFでは,ASEAN地域だけではなく,
アジア太平洋における安全保障 ・政治の問題を話 し合
う場 としての機能 を十分活用 してい くべきであろ う。
東アジア共同体構想をめ ぐっては,日 本 と中国は考え
方が違 うが、経済統合だけをめざすのではな く,アジ
アにあっては、安全保障 ・政治の安定なくして社会全
体の平和はあ り得ないとい うことを考慮に入れるべき
である。
結論 として,私 は,貿易 ・経済を討議する場のAPEC
と安全保障 ・政治の問題を討議する場のARFを融合 し
て,「環太平洋共同体」を構築することを提案 したい。
これを通じて,経 済統合 と政治統合を実現していくべ
きであると考える。この利点は,既 存の組織でこれま
での実績があること,環太平洋の主要国がメンバーに
なること,経 済 ・政治の問題を同じ場で討議するよう
になることなどがあげられる。 「環太平洋共同体」が構
築 されれば,こ れまで 日本が展開 してきた日米協調,
アジア外交重視 の路線に沿ったものになると思 うし,
環太平洋の平和 と安定につながると思 う。
お わ り に
IPU・環太平洋大学の開学にちなんで,APECなど環
太平洋における地域主義の動向について論 じ,「環太平
洋共同体」構想を提案したが,今後の 「IPU構想」につ
いては,IPCのあるニュージーラン ド,IPU・環太平洋
大学のある日本,そ して設置構想中のアメリカをネッ
トワークで結ぶことによって,「IPU構想」が次のステー
ジへ進んでいくことを期待 したい。
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